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1. �2024年度の従業員サーベイ結果において、以下の質問項
目において、経営層と中堅・若手層のスコアに大きな差が
ありました。

（　）内が10点で評価した時の経営層と中堅・若手層の点差。

・ 没頭するほど関心のある業務ができているか（3.72）
・ �今後、自分自身のライフプランを実現しながら働くことが

できると思うか（3.51）
・ 業務を効率的に進められているか（3.26）

また、外部機関（OpenWork 社）による会社評価スコア
やコメントにおいて、若手層が「自由闊達な風土」「挑戦を
後押しする職場環境」が実現できているかという点に課題
を感じており、継続して改善が必要と認識しています。

2.� 当社は「リアルトーク」「はじめの一歩賞」「社員フォーラム」
（P.44〜45）等で、社長が前面に出て社員と直接対話する

機会は大きく増加していますが、組織風土がいまだ大きな
改善には至ってないことを再認識し、従来の取り組みに加
え、社長と人事勤労部門長（及び部課長層）によるラウン

人材戦略における「As Is」と「To Be」の
ギャップを踏まえた主要課題への取り組み

組織風土改革への取り組み
従業員サーベイ結果からみた課題

2024年度に実施した従業員サーベイでは、ほぼ全ての項
目で前年度対比改善する結果となりました。一方で、組織風
土に関する課題も抽出され、以下を課題と認識して取り組み
を進めています。

人材戦略

社長のラウンドテーブル

東レの人材戦略
➀多様な人材・価値観の包摂
➁変化に適合する人材・組織づくり
➂東レ理念への共感・働きがいのある
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従業員の幸福度向上
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経営の「深化」 （変革の時代だからこそ）
“プロ人材”が持ち味を最大限に発揮し、
東レグループというフィールドで幸福感を得る

“プロ人材”
の育成

成長し、活き活き
働く環境づくり

企業価値
の最大化

社会貢献

東レグローバルHRマネジメント（G-HRM）基本方針

人事勤労部門長メッセージ
これからの100年、東レがサステナブルな企業であるために、
ポテンシャルを最大限に発揮する人・組織づくりを進める

経営環境や従業員の価値観・就業観が大きく変化している
状況下で、人と組織のポテンシャルを最大化し、人材競争力を
高めていくことが、当社グループが更なる発展を遂げるために
は非常に重要であると考えています。

2023年に経営戦略と連動させた3つの人材戦略を策定し、
当社企業価値の最大化と従業員の幸福度の向上を達成する
ために、具体的課題・KPIを定め取り組みを進めています。

経営体制の若返り化、コーポレート組織の再編・統合、フェ
ロー制度の導入、東レ版DE&I活動の推進、従業員サーベイを
通じた組織・風土変革、人事勤労施策に関する社内外への情
報発信の強化などの取り組みを進めてきた結果、2023年度、
2024年度と一人当たり事業利益は徐々にではありますが改善

してきています（グラフは2020年度を1とした場合の一人当た
り事業利益の伸びを表示）。

2025年度からは、社長と若手社員の直接対話（ラウンドテー
ブル）をスタートし、従業員の心理的安全性向上や自由闊達で
風通しの良い職場風土の醸成を図ります。また、経営層が変革
に挑む姿勢を示し、リーダー自らが新しい価値を創造するチャ
レンジマインドを強化するため、経営層を対象とした360度
フィードバックを導入します。これらの取り組みを通じて、新た
な事業の創出、収益力のアップや生産性向上を実現します。

当社は創業以来、人材育成を重視する企業文化を育んで
きました。1996年には三島に東レ総合研修センターを設立し、

「企業の盛衰は人が制し、人こそが企業の未来を拓く」と銘板
に記しています。これからも人材育成を重視する組織風土・文
化を深化させ、東レ版人的資本経営である「人を基本とする経
営」を実践していきます。

上席執行役員
人事勤労部門長兼
東レ総合研修センター
所長

柳井 克之

一人当たり事業利益（連結ベース）
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「新しい価値の創造を通じて社会に貢献する」という企業
理念の下、「『人を基本とする経営』の深化」として、「企業
価値の最大化」と「従業員の幸福度向上」を追求する。

基本戦略「『人を基本とする経営』の深化」に
おける3つの人材戦略

「人を基本とする経営」とは
「人を基本とする経営」は、長期経営ビジョン“TORAY 

VISION 2030”の発表（2020年5月）に合わせて体系化された
当社経営思想「東レ理念」において、企業理念を実践するた
めの土台となる企業文化として改めて位置付けられました。

すなわち、「人を基本とする経営」は、新しい価値を生み出
すプロフェッショナル人材の育成と、この“プロ人材”が東レグ
ループというフィールドで成長し、生き生きと働くことができ
る環境づくりへの取り組みです。これは東レが創業初期から
長年にわたり培ってきた人材育成を経営の根幹におく基本
戦略であり、企業価値の最大化とその先にある社会貢献の
実現を目指した取り組みです。

プロフェッショナル人材

高度な知識や経験を背景に、イノベーションに果敢にチャレンジし、
自律的・主体的に課題を解決する人材。

公正さ、
高い倫理観

と責任感

先見性、
リーダーシップ、

バランス感覚

社外で通用する
高度な

専門知識・技術

グローバルに
実践する

マインドやスキル

「『人を基本とする経営』の深化」とは
「『人を基本とする経営』の深化」とは、経営環境における

不確実性の高まり、価値観の多様化やキャリア自律意識の
高まりなどの人的側面の変化に対応し、「人を基本とする経
営」をアップデートするものです。当社が「新しい価値」を創出
し続けるために必要な人材戦略上の変革ポイント（現状：As 
Is／目指す姿：To Be ギャップ）を、①多様な人材・価値観の
包摂、②変化に適合する人材・組織づくり、③東レ理念への
共感・働きがいのあるキャリア形成（エンゲージメント）と設
定し、改めて企業価値の最大化と従業員の幸福度向上を追
求していくための組織風土改革に取り組んでいます。

「『人を基本とする経営』の深化」の進捗状況を確認するKPI

人材戦略 従業員サーベイ
（KPI設問）

目標
（実感値）

2024年度
結果

2024年度結果のうち、
前回実施対象者

2023年度 2024年度

多様な人材・価値観の包摂
 ダイバーシティ 

多様な価値観を受け入れる文化がある 7.0pt以上 5.9pt 6.2pt 6.4pt

変化に適合する人材・組織づくり
 人材ポートフォリオ 

変化を拒むような圧力がなく組織改善が行われる 7.0pt以上 5.6pt 5.5pt 5.8pt

東レ理念への共感・働きがいのある
キャリア形成
 エンゲージメント 

1. やりがいを感じる業務ができている 7.0pt以上 6.3pt 6.7pt 6.9pt
2. 納得のいくキャリアを形成できている 7.0pt以上 5.2pt 5.5pt 5.8pt
3. 東レグループの一員であることを誇りに思う 7.0pt以上 6.6pt 6.6pt 6.9pt

EXスコア®* 前年度比向上 66.1 64.8 66.7

* EXスコア®：�組織状態を示す指標であり、各個人の期待値と実感値、そのギャップを測定。期待・実感共に高く、ギャップが小さい場合にスコアは最大化される。調査委託先で
ある（株）HRBrainの登録商標。
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ドテーブルを開始しました。また、自己評価と他者評価の
ギャップを明らかにし、本人の意識・行動変革を図るため、
2025年度から360度フィードバックを導入することを決定
し、2025年度は、全ての執行役員を含む部門長層以上を対
象に実施します。

3.� サーベイ結果については、各職場が組織風土改革の主体
であるという考えの下、調査結果を即時に確認可能なシス
テムに変更すると共に、一部の指標については「『人を基本
とする経営』の深化」の進捗状況を確認するKPIとしても活
用しています。従業員サーベイの結果は社内イントラネット
で開示すると共に、各職場での話し込み状況や改善好事
例などについても全社で共有・展開し、各職場が自分ごと
と捉えて組織風土改革に向けた活動を推進できるよう、支
援を進めています。

DE&I推進
東レでは、1958年の女性管理職登用、1974年の育児休業

導入（法制化される約20年前）、2004年の「女性活躍推進プ
ロジェクト」発足など、早くから女性社員の積極的な活用と
働きやすい職場環境の整備を進めてきました。2014年度に
は東レグループの女性部長層有志による「女性活躍推進活
動チーム」が自主的に企画した「女性管理・専門職研修」を開
始するなど、全社横断的に取り組みを強化・推進してきた結
果、マネジメントに占める女性社員の比率は着実に向上して
います。2021年3月には、個人ごとの能力開発とキャリア形成
強化の取り組みを推進することにより女性社員の定着率及
び管理職比率の向上を目指すことを目的とした5年間（2021
年4月～2026年3月）の行動計画を策定・公表しました。2025
年4月時点で課長級以上に占める女性比率は6.6%となり、
2025年度の目標値6.5%を前倒しで達成しました。次期行動
計画は2026年3月に公表予定です。

ますます多様化する社会課題の解決や顧客ニーズに対応
していくためには、性別・年齢・国籍などの属性にとらわれ
ず、多様なバックグラウンドを持つ人材が活躍できる企業風
土を醸成していく必要があります。このような背景を受け、
東レでは、これまで推進してきたDE&I（Diversity, Equity 
&Inclusion）活動をHCM（Human-Centric Management）
推進活動と定義し、2024年に専任組織（人材開発・企画部
HCM推進グループ）を新設し、取り組みを進めています。

具体的には、「ダイバーシティ」「人材育成・キャリア支援」
「多様で柔軟な働き方」をテーマとし、より多くの従業員の声

を反映できるよう、全社から有志を募りワーキングチームを
立ち上げました。2024年度は、性別、職種、職位の垣根を越
えた11名のメンバーが参加し、各事業場・工場の意見も参考
にしながら、一例として以下のような課題について議論を進
めており、人事勤労部門とも議論しながら具体的な施策をま
とめ、経営層に提言していきます。
・DE&Iに関する理解向上・風土醸成
・生産・技術・エンジニアリング部署での女性活躍推進
・キャリア相談の機能強化
・社内副業の仕組みづくり
・育休取得者増加への対応（職場への支援）　 など

人権への取り組み
東レグループは、全てのステークホルダーと良好な関係を

築きながら企業活動を行うために、「人権の尊重」は欠くこと
のできない企業経営の基本であると考えます。そのため、人権
意識の啓発・向上に努めると共に、「企業行動指針」や「倫理・
コンプライアンス行動規範」において人権尊重をうたい、あら
ゆる差別的な取り扱いを、募集・採用から配置・処遇・教育・退
職に至るまで一切禁止しています。また、各国や地域の関連法
令を遵守し、賃金・労働時間の設定を行っています。更に、CSR
のマテリアリティ（重要課題）として、｢人権の尊重と多様な人
材の活躍推進｣を選定し、｢国際的に認められた人権｣を尊重
すると共に、多様な人材が創造力を発揮して活躍できる環境
づくりに取り組んでいます。そしてこのような理念や取り組み

人材戦略
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部長級 課長級 掛長級 課長級以上の女性比率 掛長級以上の女性比率

女性管理職比率の推移

をまとめて「東レグループ人権方針」を制定し、良き企業市民
として人権尊重の責任を果たすよう努力しています。

具体的な取り組みとしては、社長を委員長とする「倫理・コ
ンプライアンス委員会」の下に「国内人権推進委員会」と「海
外人権推進委員会」を設けています。人権リスクの低減を
テーマにそれぞれ活動方針を策定し、東レ（株）においては人
権に対する正しい理解と意識向上を促すための「人権啓発
キャンペーン」などを通じて、各種の啓発教育やハラスメント
の抑止に向けた活動を推進しているほか、国内関係会社も
東レ（株）の活動方針を参考に、各社主体で人権推進に取り
組み、東レ（株）はその活動を支援しています。海外では各海
外関係会社が主体となり、各国・地域の事情に応じた人権に
関する取り組みを推進しています。

なお、人権問題について東レグループで働く全ての人が通
報・相談できる体制（国内は「企業倫理・法令遵守ヘルプライ
ン」、海外は各社内に通報・相談窓口を設置。いずれも匿名
で利用可能かつ社外にも窓口を設置）を構築しており、問題
があった場合には迅速かつ適切に対処し、人権リスクの低減
につなげるよう努めています。国内の通報・相談窓口の運用
状況（通報・相談件数及び内容など）は、東レ（株）社長を委
員長とする倫理・コンプライアンス委員会（年2回開催）にお
いて報告しています。

＜東レグループ人権方針＞2017年12月制定
東レグループは、「人権の尊重」は欠くことのできない企
業運営の基本であると考え、事業を行う各国・地域の法
令を遵守すると共に、国連世界人権宣言やILO条約など
の国際規範を尊重し、良き企業市民として人権尊重の
責任を果たすよう努力していきます。
1. �私たちは、社員の人権、個性及び尊厳を尊重し、職場

における嫌がらせや差別を排除します。また、児童労
働・強制労働・不当な低賃金労働を行いません。

2. �私たちは、事業に関わるサプライチェーン全体を通じ
て人権尊重の推進に努めます。また、人権侵害への加
担をしません。

3. �私たちは、事業活動に伴う人権への負の影響の把握
に努め、その回避または軽減を図るように努めます。

4. �私たちが人権に対する負の影響を引き起こした、ある
いはこれに関与したことが明らかになった場合、迅速
かつ適切に対処します。

5. �私たちは、社員一人ひとりに人権問題への啓発を進
め、正しい理解が進むように取り組みます。

＜参考データ＞2024年度人権研修開催・受講状況
研修区分 回数 参加者数

東レ(株) 本社主催研修 24回 1,444人
各事業（工）場主催研修 1,978回 17,369人
社外講習など（全社） 28回 55人

国内
関係会社

社内研修 1,217回 22,986人
社外研修 148回 200人

働きがいのある人材育成施策
キャリアシート

当社は、社員一人ひとりの成長を支援するツールとして
「キャリアシート」を導入し、社員自身がキャリアプランを構想
して上司との面談を通じ、これまでの業務経験や求められる
スキルに対する現在の到達レベルを確認すると共に、キャリ
アについての話し込みを行っています。今後も、社員の自律的
なキャリア形成を支援する人材育成策を取り入れ、モチベー
ションと生産性の高い組織づくりを進めていきます。また、
2025年度よりキャリア面談の充実に向けた取り組みとして、
管理・専門職向けイントラネットを立ち上げ、面談実施の際の
ガイドライン等のサポートツールの提供を開始しています。

各事業分野でのキャリア形成支援
HRBP（Human Resource Business Partner）が各事業分

野のキャリア形成施策に参画しています。例えばフィルム事業
本部では、ライン長へのヒアリングや中堅・若手社員との面
談、従業員サーベイの結果分析に基づき、全社の取り組みと
連動した独自のキャリア施策を展開しています。具体的には、
キャリアパスの見える化、キャリア面談充実化のためのツー
ル導入、従業員の適性・スキルの把握に取り組んでいます。

取締役会

東レグループ人権推進体制

倫理・コンプライアンス委員会
委員長：代表取締役社長 社長執行役員

国内人権推進委員会 海外人権推進委員会

東レ（株）
各事業場 国内関係会社 海外関係会社

業務執行機能
報告監督・意思決定

報告指示

活動支援・
指導

活動支援・
指導

方針決定・
活動
フォロー

指示

報告報告報告

報告
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人材戦略

社内人材公募制度
従業員の自律的なキャリア形成を推奨し、多様なキャリア

を実現する手段として導入しており、2007年度以降、定期的
に運用しています。2024年度には、社内人材公募制度を大幅
にリニューアル・常設化し、イントラネットに掲載しています。ま
た、社内人材公募制度を利用して異動した社員・異動元上司
の紹介記事を掲載するなど制度主旨の浸透を図っています。

若手層を対象としたキャリア研修
内定期間～初期配属をプレボーディング期間、入社3年目

までをオンボーディング期間と位置付け、東レでのキャリア
立ち上げのサポート施策を実施しています。
�プレボーディング期間：2024年度より、内定式にてキャリア
ワークショップと先輩社員との交流会を開催しています。
ワークショップでは、自身の特性・持ち味や仕事に対する考
え方・大切にしたい価値観の棚卸しを行うことで自己理解の
促進を図ると共に、グループワークでの共有を行い、多様な
考え方に触れる機会としています。また、先輩社員との交流
では、仕事理解を深めると共に、先輩社員がどのような価値
観で仕事をしているかを聞き、自分の考えとすり合わせでき
るよう工夫しています。また、2025年度からは、大学の専攻と
配属先の関連性が低い事務系職種の配属に際して、一人ひ
とりに配属決定の背景と役割期待を人事部から説明する個
別面談の機会を設けています。 

オンボーディング期間：新入社員研修、1年目・3年目フォロー
アップ研修の計3回にわたり、自身のキャリアを振り返り、
キャリアプランを策定する機会を設けています。3年目フォ
ローアップ研修では、東レグループでのキャリアイメージをよ
り具体的に描くために、各分野で活躍する先輩社員との交流
機会も設定しています。

人材の見える化と研修・教育制度の
見直しによる経営後継候補者の充実

人材育成
● 人材中期計画

経営戦略及び事業戦略上必要な人材を「基幹ポスト後継
候補者」とし、経験が必要なポストを定め、個別に育成を進
めています。なお、後継候補者は、基幹ポストへの登用タイミ
ング（短期～中長期・次世代）ごとに策定し、特に重要なポス
トについては、毎年、トップマネジメントと議論し確認してい
ます。また、これら基幹ポストの後継候補者は、候補者数だけ
でなく、多様性の観点から、女性や外国人の充足状況・展望
も確認しています。

KPIは基幹ポスト後継候補者充足率とし、目標として常時
150%以上を目指しており、2024年度の後継候補者充足率
は179%となりました（2023年度：185%）。

● フェロー制度
企業理念である、「わたしたちは新しい価値の創造を通じ

て社会に貢献します」を持続的に実現するためには、高度な
専門性を有する人材の育成が不可欠です。そのためには、専
門職を目指す人材にとって魅力的なキャリアの道筋を示し、
専門性の向上・発揮に専念できる環境を整え、今まで以上に
切磋琢磨する風土を醸成していくことが必要と考え、2024年
度にフェロー制度を導入しました。

2025年は、1名のエグゼクティブフェローと9名のシニア
フェローを任命しています。
・ �エグゼクティブフェロー：フェローの中でも、特に傑出した

専門性と実績を有する者。当社執行役員と同等の処遇を
行う。

・ �シニアフェロー：当社の重要な事業及び研究・技術領域に
おいて、卓越した専門性を背景にした社内外一流の専門家
として、革新的な製品・技術の創出や、経営への高度なアド
バイザリーを担う者。当社理事と同等の処遇を行う。
 

経営候補者育成を支える全社研修
東レは、将来の経営後継を期待できる優秀課長層20名を

選抜した「東レ経営スクール（TKS）」を1991年に開設しまし
た。経営後継人材を計画的に育成する仕組みは当時では珍
しく先進的な取り組みであり、以降継続し、2024年度時点で
女性39名を含む640名が修了しています。修了生の多くは国
内外関係会社の経営を担う人材として活躍し、現在までに

192名が東レ及び国内外関係会社の経営トップを担っていま
す。2006年に開設した「東レグループ経営スクール（TGKS）」
は、国内関係会社並びに東レ合繊クラスター各社の経営後
継人材育成機関として今日に至ります。更に、2021年には次
の東レグループの経営後継候補となる優秀部長層を対象に

「経営幹部育成研修」を開設し、東レグループの経営後継候
補者を計画的に育成する研修の更なる充実を図っています。

研修区分
2024年度受講人数 一人当たりの研修

受講時間（時間）男性 女性 合計

マネジメント系研修 1,006 156 1,162 44.7
技術系研修 708 107 815 30.0
営業・管理系研修 204 53 257 23.7
グローバル系研修 113 17 130 46.0
合計 2,031 333 2,364 37.4

現場力強化
（専修学校、現場力強化スクール（GKS））
東レ専修学校：未来の現場力を育む人材育成の拠点

1994年に開校した「東レ専修学校」は、東レグループの現
場力向上を担う人材育成機関として、29期までに844名の卒
業生を輩出してきました。若手社員や国内関係会社の社員
を対象に、原理原則を学び物事の本質に向き合える実践的
な教育を通じて「自ら考え行動する人材の育成」を目指すだ
けではなく、EQ（人間力）を高める人材育成にも取り組んで
おり、人が集う場づくりと知識創造を通じて、未来の現場力を
担う人材を育てることを目的として活動しています。

● 実践重視の教育カリキュラム
専修学校では、数学・英語・物理・統計などの一般科目に

加え、高分子化学・エンジニアリング基礎・ロボット工学など
の専門科目を設置。グループワーク形式の課題解決演習や
化学実験など、自分で考えチームで取り組む教育を実践して
います。更に、29期生からは、全社DX人材認定制度と連動し
た新科目「情報Ⅰ」を新設し、アルゴリズム・プログラミング教
育、協働ロボットを活用した授業など現場ニーズに即した教
育を新たに提供しています。

現場力強化スクール（GKS）の展開
2022年10月からは、将来の掛長候補者を対象とした「GKS」

を新たに立ち上げ、リーダーシップ・チームビルディング・フォロ
ワーシップ・働きかけ力などのソフトスキルを、自部署課題解
決の実践を通じて習得させ、社会人基礎力の習得と共に、新
たな時代を生き抜く現場リーダーを育成しています。

● 卒業（終講）後の成長支援
専修学校卒業後は、各職場で約1年間の「卒業課題研究」

に取り組み、成果を発表。課題解決を実践的に学ぶと共に、
関係者を巻き込むリーダーシップの強化も図っています。「卒
業後5年間の育成計画」の策定とフォロー教育を導入し、長
期的な人材育成を支援しています。

GKS終講後も1年間は、フォローアップ教育を集合研修で
行い、ソフトスキルの発揮状態を継続フォローしています。

 
 トピックス   �Adventure Café Lab.の新設：
	 人が集う場づくりの新たな挑戦

東レ専修学校では、DX技術の体験・交流を通じて知識
を創造する場として、「Adventure Café Lab.」を新設しま
した。この施設は、社員が気軽に訪れ、DXに関する展示・
体験、講師陣との対話を通じて、新たな気づきを得ること
を目的とした場づくりにチャレンジしています。

健康経営とワークライフマネジメント
健康経営

東レグループは「わたしたちは新しい価値の創造を通じて
社会に貢献します」という企業理念の下、企業文化である「人
を基本とする経営」を重視しています。社員と企業が共に成長
を続け、幸福感を得ることができるよう、社員の健康管理を経
営戦略に位置付け、誇りとやりがいのある職場環境・風土の醸
成、労使協議による過重労働防止等に注力しています。

また、健康増進施策は、全社で策定する基本方針のもと各
事業（工）場の健康管理スタッフと労務担当部署が中心とな
り、「現場主義」で各拠点の課題に沿った活動を推進していま
す。各拠点の活動は、全社健康管理スタッフ会議を通じて各
事業（工）場や労働組合、健康保険組合にも展開され、それ
ぞれが有機的に連動した施策推進に努めています。

具体的には、ストレスチェックによる従業員のセルフケア
意識向上や職場環境改善のほか、健康保険組合と連携し社

キャリアワークショップ 社員との交流会

1年目・3年目フォローアップ研修
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障がい者活躍状況
東レでは、障がいの有無にかかわらず、全ての従業員がそ

の能力を最大限に発揮し、生き生きと働ける職場づくりを推
進しています。障がいのある方についても積極的に採用・雇
用を行っており、多様な人材が活躍できる環境の整備に取り
組んでいます。具体的には、ハード面ではバリアフリー化や安
全対策の強化、ソフト面では配置時の教育訓練の実施や、障
がいのある社員の意見・要望を反映した職場運営など、働き
やすい環境づくりを進めています。障がいのある社員は、事
務業務、検査業務、製品の梱包業務、構内の緑化・清掃業務
など、様々な職場で活躍しています。2025年6月1日時点の当
社の障がい者雇用率は2.59%であり、法定雇用率（2.5%）を
上回っています。今後も、企業の社会的責任として、安全対策
や就業環境の整備を継続的に行いながら障がい者雇用の更
なる推進に努めていきます。 

外国人活躍状況
東レグループではアジア、欧米、中南米など、各地域の関係

会社において、現地採用の外国人社員が多数在籍し、現地市
場に根ざした事業運営を支えています。各国各地の経営手
法・商慣習・市場などを最も熟知する現地人材を活用すべき
との考えの下、各社の基幹ポスト（経営幹部や部門長など）
のうち、欧米では約60%、アジアでは約45%を現地人材が占
めるまでになり、多様な人材がグローバル経営を支えていま
す。また日本本社での研修や出向の機会も提供されており、
グループ全体で外国人社員のスキル向上とキャリア形成を
支援しています。

各拠点での自発的な取り組み
東レ名古屋事業場の「3C活動」

名古屋事業場では、性別問わず全社員が働きやすい環境づ
くりとして、①コミュニケーション活性化、②女性の活躍支援、
③仕事と家庭の両立支援に取り組んでいます。Cheerful（明る
い）、Connection（繋がり）、Challenge（挑戦）の頭文字をとって

「3C活動」と名付け、様々な部署から男女計10名が推進メン
バーとなり、社外講師を招いたDE&Iに関するセミナーや女性
社員懇談会など各種施策を企画・実行しています。

東レインターナショナル（株）の男性社員の
育休取得促進施策

東レインターナショナル（株）では、男性社員の育休取得
促進に力を入れており、社外講師を招いてセミナーを開催し
たり、育休を取得した男性社員の事例を社内イントラネット
で連載するなど、継続的に取り組んでいます。これらの取り
組みの結果、東京都の2024年度「TOKYOパパ育業促進企業
ブロンズ」に登録されました。

「名古屋国際女性デー」イベント参加者の皆さん

東レインターナショナル（株）の社内イントラネッ
トでの男性社員の育休事例紹介

人材戦略

外国人社員の日本本社での研修累積参加者数
Toray Trainee Program（����年度から）
Toray Group Senior Management Seminar（����年度から）
Toray Group Executive Seminar（����年度から）
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内プラットフォームでの健康情報の発信、特定健診・保健指
導の推進、メンタルヘルス対策のセミナー開催、がん検診や
人間ドックの受診促進などを実施しています。

これらの取り組みが評価され、東レ（株）は2020年度以降
「健康経営優良法人」に認定されています。

ワークライフマネジメント
東レでは、全ての社員が多様なライフスタイルを選択でき

るよう、ワークライフバランスの実現に向けた制度の充実に
取り組んでいます。

当社では、従来、所定労働時間を1日あたり7.5時間と定め
ており、年次有給休暇の取得率も90%近い水準を維持して
います。これにより、社員が仕事と生活を両立しやすい職場
風土の醸成に努めてきました。

近年では、更なるワークライフバランスの向上を目指し、以
下のような制度の拡充・導入を進めています。

施策 概要

配偶者海外転勤
同行休職
2023年7月新設

・�配偶者の海外転勤などへの帯同（6カ月以上の海外
滞在）を希望する場合に取得可能。

・最長4年間の取得が可能。

別居婚従業員に
対する制度
2024年10月新設

・�人事異動を契機とせずとも、結婚後も配偶者と別居
状態が続く場合、特例として単身赴任手当・帰宅旅
費を支給。

育児支援制度
2025年4月拡充

・�育児短時間勤務やキッズサポート休暇（子の看護等
を理由に取得が可能）等の育児支援制度の対象範
囲を小学校6年生までの子を持つ従業員に拡大。

（従来は小学校3年生までの子を持つ従業員が対象）

東レスマイル
サポートプラン
2025年4月拡充

・�育児・介護に重点を置いた、メニュー選択型の福利
厚生ポイント制度。ベビーシッター利用など育児・介
護に関するポイント利用は1ポイントあたり1.25円
換算で利用が可能。

・�2022年度以降継続して年間付与ポイント数を拡大。

性別や家庭事情の有無を問わない人材活躍支援 
東レでは、性別や家庭事情の有無にかかわらず、誰もが

ワークライフバランスを実現できるよう、コアタイムのないフ
レックスタイム制度、在宅勤務制度、時間単位年休制度など、
育児や介護などの事情がなくとも利用可能な制度を整え、時
間外労働削減や年休取得促進にも取り組んでいます。また、
共働きが主流となった現状において、性別問わず家庭や育児
と仕事を両立し、本人が描くキャリアを実現できるよう、両立
支援制度の充実だけでなく、制度を利用しやすい環境づくり
や、「キャリアシート」を活用したキャリア面談の充実などに取
り組んでいます。こうした「共働き・共育てを可能にする性別を

問わない両立支援」の取り組みが評価され、2024年度「Next
なでしこ 共働き・共育て支援企業」に選定されました。

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

育児休職利用者
女性 56人 46人 51人 40人
男性 40人 82人 95人 108人

介護休職利用者
女性 2人 2人 1人 1人
男性 1人 1人 1人 2人

多様な人材の確保・育成
人材採用

3年毎に中期採用計画を策定し、「強い現場力」「グローバ
ルな事業展開」を担いうる人材を安定的・継続的に確保して
います。

単年度の採用計画策定は、中期計画規模をベースに経営
環境や各事業ニーズを踏まえつつ、多様な労働給源から採
用することにしています。

2025年度採用より、Gコース*新卒採用における女性比率を
30%以上を目標に採用活動を行っています。また、キャリア採
用については、年度総採用数に占める割合が30%前後を目安
に採用を実施しています（2023年度:36%、2024年度:27%）。

Gコース新卒採用数
2021 2022 2023 2024 2025

男性 105 88 123 159 117
女性 30 14 25 43 61
合計 135 102 148 202 178

女性比率 22% 14% 17% 21% 34%

* Gコース：将来東レグループ経営幹部層もしくは高度専門職を目指すコース

リファラル・カムバック採用
採用ミスマッチの抑制や定着率の向上、優秀人材の獲得を

目的に、リファラル採用（内定者や社員からの紹介）を強化し
ています。

また、近年増加傾向にある当社退職者の再入社（カムバッ
ク）を組織的に推進するため、2025年度に退職者向けサイト

（アルムナイサイト）を立ち上げました。カムバックした社員
は、当社以外で獲得した新しいスキルや知識を発揮し、組織
の柔軟性向上や知識基盤の拡充、更には組織風土の活性化
に貢献しています。

リファラル 採用数 （　）はカムバックした社員数

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
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